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平成27年12月橋本市議会定例会会議録（第２号）その４ 

平成27年12月７日（月） 

                                           

○議長（中本正人君）順番３、11番 田中君。 

〔11番（田中博晃君）登壇〕 

○11番（田中博晃君）皆さま、こんにちは。

昼前、頑張って終わらせたいと思いますので、

どうかしばらくの間よろしくお願いいたしま

す。 

 実は私、先日来ダイエットをしております。

もう今10月の末から６㎏減りました。今回、

一般質問するにあたりまして、やはり公共施

設のスリム化ということをやっていくんやっ

たら、自分もせなあかんやろうなというのは

ちょっとうそなんですけれども、年末年始、

太っても具合悪いんでということでやってお

ります。 

 それでは、通告に従いまして一般質問を行

います。 

 今回は、２項目挙げさせていただきました。

一つ目、公共施設等総合管理計画から見た財

政健全化について。 

 多くの公共施設は高度経済成長期につくら

れ、現在、40年から50年が経過しています。

それらの施設は、劣化や社会環境・行政需要

の変化、市町村合併による旧市町時代の公共

施設の存置などにより、財政を圧迫、効果的・

効率的な公共施設の最適化が必須となってい

ます。 

 こと本市に目を移しますと、公共施設の市

民一人当たりに対する延べ床面積は同規模自

治体と比較して高く、本市財政圧迫の一つの

要因となっています。これらも踏まえ、現在、

公共施設等総合管理計画基本方針案が示され、

パブリックコメントが募集されています。 

 私は、平成26年９月議会で、社会資本の中

長期的に必要となる維持管理経費・改修・更

新費の必要額、将来コストについてや、公共

施設の維持補修・更新・統廃合・複合化の対

応方針、公共施設等総合管理計画の進捗状況

についてなどの一般質問を行いました。その

ときにさまざまな方針が示され、現在それに

向かって進んでいるものと信じています。 

 そこで今回は、総合管理計画基本方針が財

政健全化にどのように反映されていくかにつ

いて、以下の質問を行います。 

 一つ目、市民一人当たりの延べ床面積4.47

㎡にかかる維持管理経費について。 

 二つ目、基本方針案策定による、公共施設

等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費

や財源見込みは。 

 三つ目、基本方針から公共施設３割削減の

根拠と財政削減額について。 

 四つ目、公共施設等最適化事業債、地域活

性化事業債、除却債などの活用について。 

 五つ目、個別方針策定にあたり、住民や関

係者による公開の場での協議について。 

 六つ目、総合管理計画基本方針が財政健全

化にどのように反映されていくのか。 

 二つ目、初期消火における地域の役割につ

いて。 

 本市では、火災が発生した際には住民が協

力し、消防車が現場に到着するまでの間、火

災の被害を最小限に食いとめるために消火栓

ボックスを設置しています。ある自治体では、

ホームページで消火栓ボックスを安全に正し

く、しかも素早く取り扱うために取り扱い方

法を掲載し、初期消火の重要性を発信してい

ます。 

 本年に入り、本市の消火栓ボックス65箇所

から67本管そうが盗難されるという被害があ

りました。これらの対策を含め、以下の質問

を行います。 
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 ①本市の消火栓ボックスの個数とその場所

の把握について。 

 ②上記のうち、市が設置した消火栓ボック

スの個数は。 

 ③盗難された消火栓ボックスの場所の把握

について。 

 ④今後の対策について。 

 以上で壇上からの質問を終わります。明快

な答弁、よろしくお願いいたします。 

○議長（中本正人君）11番 田中君の質問項

目１、公共施設等総合管理計画から見た財政

健全化に対する答弁を求めます。 

 企画部長。 

〔企画部長（北山茂樹君）登壇〕 

○企画部長（北山茂樹君）公共施設等総合管

理計画から見た財政健全化についてお答えし

ます。 

 まず、一点目の、市民一人当たりの維持管

理費用についてですが、平成26年度末時点に

おいて、本市は延べ床面積にして約29万㎡の

公共施設を保有しており、これらの施設にか

かる年間の維持管理費用は、人件費を除く物

件費など総額約15億2,000万円となっていま

す。一方、住民基本台帳ベースの平成26年度

末時点の本市の人口は約６万5,500人である

ことから、市民一人当たりの維持管理費用は

年間約２万3,000円となります。 

 次に、二点目の、公共施設等の維持管理、

更新等にかかる中長期的な経費や財源の見込

みについてお答えします。 

 現在の公共施設等を全て維持するとした場

合、道路、橋梁等インフラ施設を含む今後40

年間の全ての公共施設等にかかる更新費用は、

総額約2,371億円、年間では約59億円となりま

す。このうち、病院、上下水道施設などを除

く普通会計にかかる施設については、総額約

1,568億円となり、年間では約39億円となりま

す。なお、普通会計において、公共施設等の

長寿命化の視点を考慮し、施設等の更新期間

を1.2倍と試算すれば、更新費用は総額約

1,140億円、年間では約28億円となります。 

 将来の中長期的な維持管理費用については、

現状施設をそのまま保有した場合、前段で申

し上げましたとおり、年間約15億2,000万円程

度の管理費用が必要になると見込まれます。 

 後ほどお答えしますが、こうした公共施設

等を更新する場合は、本市の厳しい財政事情

の中では、公共施設等最適化事業債や地域活

性化事業債等の市債を財源の一部に充ててい

かざるを得ないと考えています。 

 三点目の、公共施設３割削減の根拠及び財

政削減額についてお答えします。 

 公共施設３割削減の根拠としては、第一に、

国立社会保障・人口問題研究所の推計により、

30年後の本市の人口が約69.4％に減少するこ

とが挙げられます。第二に、30年後の本市の

人口と同規模の他市町の現在保有する公共施

設床面積が、本市が保有する公共施設床面積

の約70％であることが挙げられます。以上の

二点から、現在の公共施設等の延べ床面積を

３割程度削減することとしています。 

 財政削減額については、３割削減に向けて

平均的に削減した場合、30年間の更新費用総

額のうち、15％の削減ができるものと考えら

れます。全公共施設等でいえば、30年間の更

新費用総額約1,779億円のうち、15％の約266

億円が、普通会計でいえば更新費用総額1,176

億円のうち、15％の約176億円が削減できると

考えられます。 

 四点目の、公共施設等最適化事業債、地域

活性化事業債、除却債の活用についてですが、

公共施設等総合管理計画を進めていく上で、

厳しい財政状況に鑑みると、財源確保の点か

らも地方債の活用は必須であると考えていま

す。 

 その上で、より有利な交付税措置が得られ
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る地方債の活用が求められているところです

が、本市の合併特例債の発行残高は限られて

いることから、公共施設等最適化事業債及び

地域活性化事業債を有効に活用していきたい

と考えています。 

 なお、公共施設を解体する場合のみ発行可

能な除却債については、交付税措置がないこ

とから、平成32年度までは可能な限り合併特

例債と併用して活用していきたいと考えてい

ます。 

 次に、五点目の、個別方針案策定にあたっ

ての住民や関係者による公開の場での協議に

ついてお答えします。 

 個別方針編策定にあたっては、この計画の

内容や重要性を広く周知するとともに、計画

の推進に市民の皆さまのご協力をいただくた

め、来年１月に市民アンケート、平成28年度

に説明会の開催を予定しています。説明会の

内容等は、現時点ではシンポジウム形式等で

の開催を考えていますが、今後、公共施設等

総合管理計画策定員会での意見を踏まえなが

ら決定していきたいと考えています。 

 最後に、六点目の、基本方針が財政健全化

にどのように反映されていくかについてです

が、財政状況の厳しい見通しの中で、総合管

理計画基本方針に基づき、個別方針を策定し、

総延べ床面積を縮減していくことによって、

更新費用の平準化と計画的な低減を図ってい

きたいと考えています。 

 公共施設等の縮減を前倒しに進めれば進め

るほど、更新費用の総額をより効果的に抑え

ることができるため、財政健全化に向けて、

できるだけ早期に取り組んでいきたいと考え

ています。 

○議長（中本正人君）11番 田中君、再質問

ありますか。 

 11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）答弁いただきましてあ

りがとうございます。 

 それでは最初に、これは当たり前のことを

先に聞かせてもらいたいんですけれども、こ

の基本方針なんですけれども、これは庁内横

断的に職員の皆さんに理解されていると考え

てよろしいですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）現在、まだ基本方

針については、策定委員会の中で議論を進め

ております。もうほぼ最終でき上がってきて

おりますけれども、完成いたしましたら、基

本方針編からまず周知をしていくということ

になります。 

 なお、平成28年度、来年度につきましては、

基本方針から方針編に基づいた個別方針編を

策定する予定でございます。個別方針となり

ますと、それぞれ各担当の施設が直接関係す

ることになりますので、その辺も十分各職員

に周知徹底してまいりたいと考えております。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）これもホームページ等

にも載っておったんで、皆さん見ていただい

ておると思うんですけれども、本市の公共施

設のうち約４割、37％が学校関連、約20％が

公営住宅関連となっておるんですけれども、

そこで、今ちょっとお伺いしたいのが、公営

住宅全体の維持管理費と、空き施設の維持管

理費についてお伺いしたいんです。 

 といいますのも、本市全体で約900戸くらい

ですか、今現在、公営住宅持っていて、その

うちの約560ぐらいが入居されているかと思

うんですけれども、もちろん、これ、今後入

っていったり出ていったりという都度に、お

金とかがどうしてもかかってきてしまいます

ので、現在どれぐらいかかっているのかなど

について、お伺いいたします。 

○議長（中本正人君）建設部長。 

○建設部長（塙阪 隆君）お答えいたします。 
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 市営住宅についてですけども、住宅の管理

に関する経費といたしましては、平成24年度

の決算でいきますと2,313万7,609円、25年度

でいきますと2,556万4,707円、26年度決算で

は2,210万9,864円ということで、年間平均約

2,360万円ほどの経費がかかっております。 

 このうち、空き家に関してですけども、通

常は定期的な点検とか、空気の入れ替え等を

職員が直接行っているということでございま

す。特に、空き家の新しく入居する部分につ

きましては、それぞれ各戸５戸から７戸程度

を進めておるわけでございますけども、年間

でいきますと約610万円ほどの経費がかかっ

ておりまして、１戸当たりにつきましては、

設計監理を含めまして110万円程度の費用が

かかっているような状況でございます。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）そこでお伺いしたいの

が、家賃補助という形なんですけれども、例

えば、先進地と言われております名張市なん

かでは、かなり早い段階から進めていってお

るみたいです。 

 いろいろ調べていきますと、やはり家賃補

助をして、あそこは指定管理でやっておるん

ですけれども、やっていく中では、メリット

としては通常の業務が減る、通常の職員の業

務が減るということもありますし、家賃滞納

とかもなくなってくると。 

 あと、それ以外に、先ほど部長おっしゃら

れました入退去に伴う修繕費の費用、そして

最終的には人も違う部署に配置やったりです

とか、それ以外の仕事に特化できるというメ

リットがあるんですけれども、ＨＭＰでも上

がっておったかと思うんですけれども、今現

状、橋本市の家賃補助というのは、どの程度

考えられていってるんかなと。一気に全部は

無理でも、例えば、少ないところからでも、

この形はとっていけるんではないかなと思う

んですけれども、そのあたりはいかがですか。 

○議長（中本正人君）建設部長。 

○建設部長（塙阪 隆君）以前ＨＭＰでも報

告がされておりまして、それによりますと、

年間でいきますと、それについては大規模改

修とか建て替えを中心にした試算であったと

いうふうに理解しておりますけども、今後40

年間ということになりますと、年間かなりの

金額がかかってくるというふうな試算が出て

いたように思います。 

 空き家について申しますと、やはり建て替

え、それから大規模改修ということになりま

すと、の代替、あるいは補完の対策として家

賃補助制度というのは、かなり財政面で軽減

につながっていくというような可能性はある

というふうには考えております。 

 ただ、現状で市営住宅等の長寿命化なりを

進めておるわけでございますけども、現状と

いたしましては、改善工事なりを中心に進め

ているということでございまして、建て替え、

それから大規模改修については、今後の広域

の長寿命化の計画の中で具体的な検討を進め

ていきたいというふうに考えているような状

況でございまして、現状での家賃補助制度の

採用というのは、新たな財政の負担が増加す

るということになろうかというふうに思って

おります。 

 そういうことで、今後につきましては、そ

ういった家賃の助成、あるいは補助制度につ

きまして、例えば１世帯当たりの助成額に関

する分析でありますとか、また、どういった

方を対象にそういった補助をしていくのか、

それから、今議員のおただしでもございまし

たように、家賃補助制度にかかる財政負担と、

それから公営住宅の直接供給にかかります建

て替えとか大規模改修に関する費用、それか

ら維持管理のそういったコスト部分での比較

分析等、検討する課題点も多いかと思います



－33－ 

ので、これからの研究なりの課題であるとい

うふうに考えております。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）もし、例えば家賃補助

でやることで、あいて、その施設を除却して

売却という形をとっていけば、費用的にはか

なりええ方向に進んでいくのかなと思います

ので、それも検討の一つに入れていただけれ

ばと思います。 

 次に、学校関連施設になるんですけれども、

これも基本方針では３割削減ということでや

っておるんですけれども、この基本方針の策

定にあたって、市全体を考えたら、学校とい

うのは相当な大きさを占めておるんですけれ

ども、そのあたりというのは検討されたんで

しょうか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）基本方針の中には、

公共施設等の総床面積を30％削減するという

方針でございますので、当然、学校も含めた

削減計画ということになろうかと思います。 

 中学校が今回、西部中学校、学文路中学校

が統合して橋本中央中学校に、１校に統合さ

れるということになりますので、当然その中

学校の部分、２校の部分については床面積が

減っていくと。ただし、ほかのところに転用

されるということもあるんですけども、中学

校としては面積が減るということになろうか

と思います。 

 それから、今後30年間のうちに、少子化に

よって児童が減少していきまして、統廃合、

もしくは廃校というようなことになりますと、

学校の必要性というのがなくなるわけでござ

いますけれども、その建物にも状況にもより

ますけれども、必要がなくなった学校施設に

つきましては、その周辺の公共施設等を集約

して複合化するとか、単に民間に売却するで

すとか、いろんな方法を考えて、学校面積を

減らしていくというような考えに立とうかと

思います。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）小学校に関しますと、

以前の適正規模・適正配置の段階では減らし

ていかないという方法だったんですけども、

教育長、今そういう話が出てきたんですけれ

ども、やはり地域を考えた場合に、小学校に

関して言えば、なくなることで、もちろん30

年先、僕ら多分もう生きてないと思うのでわ

からないんですけれども、今現状考えたら、

そのあたりはどのようにお考えですか。 

○議長（中本正人君）教育長。 

○教育長（小林俊治君）今、議員おっしゃら

れたとおり、平成22年に橋本市立小・中学校

適正規模・適正配置基本方針が出されていま

す。その中で、その考えに沿って西部中学校、

学文路中学校、橋本中学校を統合して橋本中

央中学校ができたということになります。 

 ただ、小学校につきましては、議員おっし

ゃられたとおり、当該地域の子どもたちが通

い、短い通学距離、時間で通えること。それ

から、地域の文化、また交流の拠点としての

役割を持つことを重視して、現小学校は存続

させますという答申が出ています。 

 ただし、今後も児童数の減少が続き、従来

の通学区設定のままではあまりにも児童数が

少なくなり、教育環境としても問題が大き過

ぎると判断する場合には、小規模特任校制度、

これは市内全域から通学できる制度です。た

だし、この小規模特任校制度につきましては、

その地域の学校を守っていこうとする、地域、

また学校で、特色ある学校づくりをしようと

する意気込みといいますか、気持ちがなけれ

ばなかなか成立しにくいものでありますが、

その小規模特任校制度導入や、統廃合を検討

します。また、長期的に、先ほど企画部長の

お話にもありましたとおり、児童数、校舎の
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老朽化を視野に入れ、統廃合も考えていきま

す。 

 ただし、ここの長期的の部分なんですが、

できる限り、現存する小学校については残れ

るような取り組みを進めていきたいなと考え

ています。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）またその辺、個別計画

ができていく中できっちり詰めていってもら

わなあかんことになってきますし、特に子ど

ものことなので、確かに面積的には大きいん

ですけれども、きっちりと詰めていっていた

だきたいなと思います。 

 そこで次に、今、橋本市の公共施設なんで

すけれども、私有地にいわゆる借地、その辺

はどれぐらい公共施設、借地があって、年間

どれぐらい借地料という形で出ていってるか

というのはおわかりですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）平成26年度決算を

もとにした数値でございますけども、建物の

敷地、今実際に建物が建っている敷地として

私有地を借地しておりますのが、８件ござい

ます。額にいたしまして1,269万5,511円の借

地料を支払っております。それから、建物の

敷地でないもの、上に建物が建っていないも

のですけども、その土地を借地しているのが

22件ございます。額にして2,482万7,675円で、

合計いたしますと3,752万3,186円となります。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）恐らく、もちろんたち

まちどうこうはできないと思うんですけれど

も、今後、それこそ個別計画を立てていくに

あたっては、そのあたりも検討材料に含まれ

てこなければならないと思っておりますので、

ぜひ検討のほう、よろしくお願いしたいと思

います。 

 それと、今回の基本方針を見せていただい

て、この後、今後ですけれども、財政健全化

計画も出てくるかと思うんですけれども、果

たしてこの基本方針なのでということが返っ

てくるんでしょうけど、財政健全化とどの程

度整合性がとれているんかなと。まあ言うた

ら、二つの計画が違うところでつくられてい

ってますので、少しわかりにくい、ちょっと

うち見たのは、この基本方針編しか見てない

んですけれども、どの程度沿っていってるん

かなというのがわかりにくいんですけれども、

そのあたりについてはいかがですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）現在の公共施設に

つきましては、１回目の議員からのご質問で

ありましたように、高度経済成長以降に建て

られたものがほとんどでございます。今後30

年間に建て替え時期が来るというようなこと

で、現在、30年間の中・長期的な視点で計画

を策定しているところでございます。 

 今年度は基本方針編、来年度が個別方針編

ということで策定することになっておりまし

て、一方、財政健全化計画といいますのが、

平成32年までの計画でございまして、公共施

設の総合管理計画の個別方針編がまだ現在策

定されていない段階で、財政健全化計画と数

字的に整合させるというのは難しいところで

ございます。 

 １回目の答弁でも言わせていただきました

ように、公共施設の統合、それから廃止、ま

た統廃合によって生じる遊休資産の売却、そ

れをできるだけ早期に進めることによって、

施設の更新費用、それから維持管理経費が縮

減できますし、さらに売却することによって

歳入の増加につながるということでございま

すので、30年間の計画ということにしており

ますけども、できる限り早期に取り組むこと

によって、財政健全化計画に少しでも反映で

きるものと考えてございます。 
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○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）やっぱり、私は基本方

針の段階では、ある程度財政の削減額という

のも考えていっておかんと、この３割削減と、

先ほど人口規模等と言われてましたけども、

やはりほかの自治体といっても、面積であっ

たり、また地域性も出てくるので、ただ単に

数字の３割削減だけでいいのかなというのも

気になっております。 

 確かに企画部長おっしゃられたこともわか

りますので、そのあたりもやっぱり個別計画

ができてきて、個別計画でどの程度行くのか

というところで、随時反映させていってほし

いなというふうに思いますので、よろしくお

願いいたします。 

 それと、そのときの施設の評価方法になる

んですけれども、橋本市では事務事業評価や

ってます。他市では評価シートという形で、

その施設がいつできたとか、どの程度、利用

率であったり、現在かかっている年間の更新

費用等、人件費も含めて出していっておりま

す。橋本市、先ほども言ったとおり、事務事

業評価という形でやっておるんですけれども、

このような形で見えるように、誰が見てもわ

かるようにというのを、今後、個別計画を立

てる段階では必要だと思うんですけれども、

そのあたりはいかがですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）個別方針を策定す

るにあたっては、それぞれ各施設ごとの評価

というのが必要でございます。施設の利用実

態、それからニーズ、そういうことを市民の

視点というんですか、市民から見た視点とい

うことになろうかと思いますけども、それと、

それから施設の劣化状況、それから維持管理、

運営コストなど、それらを管理上の視点とい

うことになろうかと思いますけども、それら

双方の視点でクロス分析をして、個別方針案

を決定していくと。検証を行っていくという

ことになろうかと思います。 

 したがいまして、その個別方針をするにあ

たっては、それぞれ事務事業評価、既にやっ

ておりますので、それらも当然参考にしてい

くということになろうかと思います。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ぜひ評価シートみたい

なやつをつくって、誰が見ても、それを公表

していって、例えば、この施設は年間これだ

けお金かかってて、時間帯別の利用率であっ

たりとかも数値化して、あ、これはこんだけ

しか使われてないんやとかというような、市

民にも見えるような形でつくっていただきた

いと考えるんですけれども、そのあたりにつ

いてはいかがですか。 

○議長（中本正人君）企画経営室長。 

○企画経営室長（上田力也君）施設カルテの

ようなものを言われているというふうに思う

んですけども、これについては、現在もそれ

ぞれの施設ごとに、こういうカルテのような

ものはあるんですけども、先ほど言われまし

た利用情報といいますか、こういったところ

もできるだけまとめて、そして、できる限り

公表はしていきたいというふうに考えており

ます。 

 いずれにしても、市民の方々にその情報を

知っていただくということが、この計画の大

事な部分でありますので、そういう方向でや

っていきたいというふうに考えております。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。特に、利用率なんか見ていただくと、

あと、年間の維持管理費、人件費も含めて、

どれだけかかっているかというのが一番数字

的にわかりやすいかと思うので、ぜひよろし

くお願いいたします。 

 それと、個別方針を今後立てていく中で、
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大事なのは、その施設の出口戦略というんか

な。要は、その後何にすんねんと。除却する

んか、除却するにもどのような形でしていく

んかというのもあります。恐らく、給食セン

ターも今後どうなるんかというのも出てくる

かと思うんですけれども、そのあたりの、個

別にどうしますというのは聞きませんけれど

も、出口、その後の計画、使い道というのも

個別方針の中に入れていくのか、それはまた

別に立てていくのか。 

 というのは、やはりこれ、残っていって、

後々になって余計お金かかるとか、例えば、

先ほど除却債の話もしましたけど、これはも

う交付税算入ない、充当率が75％というもの

だけやったかと思うんですけれども、放置さ

れて、例えば、それがもとで火災が起こって、

近隣に迷惑かかるというのもおかしな話にな

りますので、そのあたりの出口についての今

後の計画はいかがですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）今後、個別方針編

をつくるにあたって、それぞれの施設ごとの

方針案が出されるわけでございますけども、

出口戦略ということで、基本的な考え方は、

やはり公共施設の統廃合によって生じる遊休

資産、土地、建物につきましては、原則売却

処分、または有償貸付等によって収益確保に

努めてまいりたいと、かように思っておりま

す。 

 それから、建物が比較的新しいものであり

ますと、それからまた耐震性がありますと、

老朽化が進んだ施設にかわるものということ

で、転用等も検討していかなければならない

と思います。ただ、個別方針編で個々に売却

とか、そういうことには、それは後の考え方

で示していくということになろうかと思いま

す。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）後といっても、それが

どんどん先送りされていって、もう建物だけ

ずっと残っているよという状況では具合悪い

と思いますので、特に、ものによっては、地

域との話し合いも進めていかなあかんものも

あるかと思いますので、できるだけ早い段階

で、統廃合された施設についても計画を出し

ていただきたいと思います。特に公共施設、

過去から考えたら、公共施設そのものをつく

るのが目的というよりも、むしろ政策実現の

ための手段であって、やはり、利用状況、利

用実態というのが今後大切になってくるのか

なと思うんです。 

 別にこれ、再来年、28年度で個別方針がで

きるからといって、そこまで待つ必要もない

ですし、例えばもう直近でできることも考え

ていかなければならないかと思うんですけれ

ども、これは例えばの話なんですけれども、

保健福祉センターの現在の貸館の利用率が、

例えば、この昼間の時間帯、とてつもなく実

はあいている曜日があると。片や、そこへ近

い公民館で、その同じような時間帯で、実は

一部屋しか利用してないんやったら、そっち

へ移ってもらっても私はいいかと思います。

保健福祉センターも、まず優先順位があって、

いろんなあるんですけども、あいている場合

はそれ以外ではないということにもなってお

りますし、そういうところで、例えば公民館

なんですけれども、昼間のこの時間からこの

時間は閉めますというような形をしていけば、

人件費であったり、光熱水費であったりとい

う部分も削減していけるかと思うんです。 

 今すぐこの建物をなくしましょうとかとい

うのはできないかもしれないんですけれども、

近いところであれば、状況を見て移ってもら

う、予約状況等のやり方も変えていかななら

んかもわからないんですけれども、そういっ

たところで、例えば来年度からでもこういう
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こと、できていけるんではないんかなという

ふうに考えるんですが、そのあたりについて

はいかがですか。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）財政健全化を進め

ていく中では、やはり早期に取り組まなけれ

ばならないこととしてはいろいろあると思い

ます。 

 今、議員おただしのとおり、縦割りという

んですか、縦割りじゃなしに、やっぱり横の

横断的な施設利用というのが非常に重要にな

ってくるかと思います。それによって、収益

が少しでも確保できるということになろうか

と思います。それぞれ、この件につきまして

は、庁内で検討させていただきます。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。 

 公共施設の再配置関係で見ますと、他市を

見ますと、例えば高松市、2013年施設の仕分

けということで住民シンポジウムを開いてお

りますし、また、昨年は、松阪市なんですけ

れども、市営住宅の見直し市民討議というの

も開かれています。今年の松阪市では、文化

センターのあり方の市民討議、そこで冒頭、

一番最初のあれでアンケートもとってくれる

というふうに言っておったんですけれども、

やはり、どのようにして今現状の公共施設が

これだけお金使ってて、市民一人当たり２万

3,000円という、最初いただきましたけれども、

これも相当高いかなと私は思います。 

 そこで、シンポジウムを開いていくという

ことなんですけれども、それも、その先には

個別、例えばこの施設についてやりますよ、

例えばこの施設についてやりますよというの

もやっていかんと、住民理解を得られやんの

かなと思うんですけれども、情報発信と含め

て、そのあたり、いかようにお考えでしょう

か。 

○議長（中本正人君）企画部長。 

○企画部長（北山茂樹君）個別方針案の策定

にあたりましては、一律30％削減、単純的な

発想でできるものではないと思います。やは

り、人口推移、それから、その施設ごとの利

用実態、利用ニーズ等々を十分精査した中で、

それを関係者に示していかないと、なかなか

理解をしていただけないと、かように思って

おります。 

 したがいまして、個別方針編の策定にあた

りましては、シンポジウム、それから説明会

の開催を予定しておりますけども、そのとき

には、やはり各施設ごとの利用実態、稼働率、

それから施設の維持管理コスト、それらを十

分詳しく説明した中で、施設の保持、それか

ら、統合、移譲、廃止、それらの方針を説明

する必要があると思います。これをできるだ

け市民の方にわかりやすく周知してまいりた

いと思います。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）ぜひよろしくお願いい

たします。それとまた、早い段階で広報等を

通じても、もっともっと細かくというんです

か、やっていっていただきたいなと思います。

今回、今回というか、決算の広報も見ました

けれども、全部読まんと黒字か赤字かわから

んというような内容の広報になっておりまし

た。知ってるから、読んでいけば基金の繰り

入れもやっているよというのもわかるんです

けれども、公共施設についても、やはり早い

段階で、例えばこの施設はこうですよとかと

いうのも発信をしていただきたいと思います

ので、そのあたりは答弁いただきにくいんで

すけれども、ぜひやっていただきたいと要望

だけいたしまして、１個め終わります。 

○議長（中本正人君）次に、質問項目２、初

期消火における地域の役割に対する答弁を求
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めます。 

 総務部長。 

〔総務部長（吉本孝久君）登壇〕 

○総務部長（吉本孝久君）初期消火における

地域の役割についてお答えします。 

 火災発生時において被害を軽減するには、

消防車が到着するまでの初期消火活動が非常

に重要となります。そのため、初期消火器具

として自宅に備えている水バケツ、消火器が

あります。また、自治会等で地域住民が初期

消火活動にあたれるように、消火栓付近に消

防ホースや管そう等を格納した消火栓ボック

スを配置している地域があります。 

 議員おただしの、本市の消火栓ボックスの

個数とその場所の把握、市が設置した消火栓

ボックスの個数及び盗難された消火栓ボック

スの場所の把握についてですが、昨年から今

年にかけて、数箇所の区等から消火栓ボック

ス内の管そう等が盗難の被害に遭ったと情報

をいただいております。 

 従来、本市では、消火栓ボックスについて

は区・自治会が自主的に設置しているため、

区等の所有物となる消火栓ボックスについて

は、ほとんど把握できていない状況です。ま

た、平成18年の合併前の旧高野口町では、町

が消火栓ボックスを各町内に設置したかどう

かを調査しましたが、不明でありました。 

 次に、今後の対策についてですが、まず、

消火栓ボックスの把握を早急に進め、その管

理に関し、区・自治会、地元消防団と調整を

行った上でルールづくりを進めていきたいと

考えています。 

○議長（中本正人君）11番 田中君、再質問

ありますか。 

 11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）わかりました。 

 まず、先に教えてほしいんですけども、こ

れ、先ほど壇上でも、ほかの自治体ではホー

ムページで消火栓の使い方も載せているとこ

ろもあります。また、広報の12月号では、初

期消火という形で消火器のやつも載せていた

だいておったかと思うんですけれども、消防

として、消火栓を使った初期消火という形に

ついてはどのようにお考えかということをお

伺いしたいです。 

 というのも、前、橋本駅前で火災があった

ときも、最初に消火栓から水飛ばしたのは、

その地元じゃなくて、偶然その近くにいたほ

かの消防団員が水を飛ばしたというふうにも

聞いておるんですけれども、やはり要るもの

だと思うので、それを使った形というのは、

消防ではどのようにお考えですか。 

○議長（中本正人君）消防長。 

○消防長（寺垣内 守君）議員おただしの消

火栓ボックスについてですけども、消防とし

ましては、管理のほうが非常に困難な状況で

す。というのが、自治体のほうで設置すれば、

当然ながら消防本部のほうで訓練、指導をし

ていくのが当然のことであると思われます。 

 現状、水道の配管が太くなりまして、かな

りの水圧がございます。したがいまして、最

低でも３人の方々が連携をしなくては、当然、

消火栓のバルブを開けますと、かなりの水圧

出ますので、この管そうというところなんで

すけども、そこでだいたい0.5メガパスカルぐ

らいの水圧がかかりますと、１人で持てませ

ん。したがいまして、屋内消火栓、こういう

建物の中にある細い40㎜というホースなんで

すけども、それでしたら何とか持てるんじゃ

ないかなと私のほうは考えるんですけども、

何分、何もわからなくてさわるというのはか

なり危険が伴います。当然、初期消火という

中では、消火器、水バケツを消防本部では推

奨しております。 

 以上です。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 
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○11番（田中博晃君）先ほども言いましたけ

ど、ほかの自治体では使い方までホームペー

ジで公表しておるということは、特に橋本市

もそうなんですけども、道路、狭隘な地域が

多いです。そしてやっぱり地元で、例えば先

ほども言いましたけれども、そのとき通りか

かった消防団の方とかがおれば、そこで指示

して使える可能性もあるということもあるの

で、要ると言えば変ですけれども、大切なも

のの一つではないかと。市民の安全・安心の

ためにも、大切なものの一つではないかと思

います。 

 先ほど総務部長からも答弁いただいたんで

すけれども、消火栓ボックスの位置を、今、

10年たってもまだ把握していないというのは、

ちょっとこれは問題なん違うんかなと。やは

り、何らかのときに、ここにあるよというの

がわかっていて当たり前だと思うんですよね。 

 高野口の消防を調べたら、伊都署管轄では

全部わかっているようだったんですけれども、

やはり市としても、これは防災という立ち位

置になるのか、消防という立ち位置になるの

かわからないんですけれども、とにかく早急

にこの情報を、どこに何がというのを集める。

もうかなり早い段階でせなならんと思うんで

すけれども、どうでしょう。どれくらい時間

かかるもんですかね。 

○議長（中本正人君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）今現在、自主防災

会のほうで防災マップというのを作成してま

して、その防災マップの作成の中で、消火の

格納ボックス、これを地図に落としていくと

いう作業をしているんですけども、それでは

かなり時間がかかりますので、それから、消

火栓ボックスの盗難等も連絡を受けておりま

すので、先ほども申し上げましたとおり、区・

自治会、消防団の協力も得まして、できるだ

け早急に把握してまいりたいと思います。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。 

 それと、先ほど、古いやつについては、ど

こが設置したんか、地元が設置したんか、高

野口の場合やったら旧高野口町が設置したん

かわからないということだったんですけれど

も、私もかなり調べたんですけども、正直わ

かりませんでした。特に、昭和40年代とか、

もう自分ら生まれるか、それより前からもあ

りますので、わからないところが多いんです

けれども、最近では、斎場の周辺整備でも市

が設置した消火栓ボックスもあります。この

ようなやつというのは、地元にきちんと移管

されたかどうかということについて、お伺い

いたします。 

○議長（中本正人君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）斎場の条件工事に

係る地元区の要望による条件整備としまして、

本市が消火栓ボックスを23基交換しておりま

す。これについては、市のほうで設置してお

りますので、地元移管という形にはなってお

りませんけども、今後、維持管理をしていく

中で、どういうふうにするかというのをきっ

ちりとルール付けをしていきたいと考えてお

ります。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）やっぱり、もちろん地

元で設置したというのはあるんですけれども、

いろんな形で自治体が設置したというのもあ

ります。ということは、地域の方からとった

ら、それは地元で設置したものなのか、今や

ったら市ですけれども、市が設置したものか

という、すごい宙ぶらりんな状態になってい

て、今回のように盗難ということがあった場

合に、じゃあどこが持つんよという話に、管

そうを今後購入していくとしても、どこが持

つんよという話になってくるかと思うんです。 
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 やはり気になるのは、移管もされてないの

であれば、少なくとも今わかっているものに

ついては市の持ち物になってきますし、それ

ならそれで、もうきっちりと今あるのを全部

調べ上げた上で、わからんところがあるんで

あれば、これはもちろん地元との協議が一番

必要になってくるところなんですけれども、

ちゃんと使えるような状態にして、地元と文

書を交わして、市はここまでするけれども、

そこから先は地元で管理してくださいねとい

うところも必要になってくるかと思うんです。 

 これは、ほんまにいろんなハードル、区長

会とかも相談していかなあかんなりますし、

細かくいかなあかん、予算もかかる。とはい

え、管そうもアルミの管そうやったら１本七、

八千円でいけるというのも調べてきましたの

で、金額的には、大きいといえば大きいです

けれども、いけるん違うんかなというふうに

考えるんですけれども、そのあたりについて

はいかがですか。 

○議長（中本正人君）総務部長。 

○総務部長（吉本孝久君）火災の被害を最小

限に食いとめる初期消火は非常に重要である

と思いますので、市としましても、地元と協

議しながら、消火栓ボックスの管理について

は前向きに考えてまいります。 

○議長（中本正人君）11番 田中君。 

○11番（田中博晃君）よろしくお願いいたし

ます。 

 終わります。 

○議長（中本正人君）11番 田中君の一般質

問は終わりました。 

 この際、午後１時まで休憩いたします。 

（午後０時00分 休憩） 

      

 


